
施策名 施策
コード

二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

0401 － 義務費
北海道生涯学習審議会に関する事
務

－ 生涯学習審議会の運営に関する経
費

社会教
育課

1,273 1,273 0.5 0.0 0.5 5,178 ①
改善
（取組
分析）

道民カレッジ事業はじめ、道教委が
推進する生涯学習施策の今後の方
向性について引き続き諮り、意見を
聞く必要がある。

－ － － － － － － － 改善

令和４年７月に第15期北海道生涯学習審議会
の「審議のまとめ」を公表。それ以後は、第16期
北海道生涯学習審議会を組織し、引き続き、道
教委が行う生涯学習推進施策の方向性につい
て審議。

0402 － 義務費 図書館協議会（審議会経費） －
図書館協議会の運営のために要す
る経費

社会教
育課

463 463 0.5 0.2 0.7 5,930
現状維

持
－ － － － － － － －

現状維
持

0403 － 義務費 審議会運営費（社会教育委員） －
北海道社会教育委員の会議に関す
ること

社会教
育課

1,068 1,068 0.5 0.0 0.5 4,973
現状維

持
－ － － － － － － －

現状維
持

0408 － 一般
指定管理者制度導入施設に係る管
理費用（負担金）

⑧

青少年教育施設の維持運営及び事
業を地方自治法第244条の２第3項
に規定する指定管理者に行わせる
経費

社会教
育課

352,728 350,973 2.0 17.5 19.5 505,023
現状維

持
引き続き同様の内容で実施 － ⑤ ②

道全体として取り組むべき課題であ
ることから、道の施設の管理者にも
取組を促す予定

－ ⑥ ②
道全体として取り組むべき課題であ
ることから、道の施設の管理者にも
取組を促す予定

○ ①
各指定管理者にガイドラインを配布
するなど、R3当初で見直し済みであ
り、引き続き同様の内容で実施

指定管理者に対し、温室効果ガス
排出削減に向けた取組やＩＣＴを活
用した利用者の利便性向上のため
の取組を求めるなど、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○

指定管理者に対して、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
けた施設運営のほか、主催事業を
実施し普及啓発に努めるよう指導助
言する。

0409 － 一般
指定管理者制度導入施設に係る管
理費用（直営分）

⑧

青少年教育施設の維持運営及び事
業を地方自治法第244条の２第3項
に規定する指定管理者に行わせる
経費

社会教
育課

1,255 1,255 0.5 0.5 1.0 9,065 現状維
持

引き続き同様の内容で実施 － ④ ①
電子化等によりペーパーレス化を進
めており、引き続き同様の内容で実
施

－ ⑥ ① オンライン会議の推進など実施済み
であり、引き続き同様の内容で実施

○ ①
オンライン会議を推進するなど、R3
当初で見直し済みであり、引き続き
同様の内容で実施

現状維
持

0410 － 事務 社会教育主事に関する事務 －

社会教育主事の資格及び講習、司
書及び学芸員の講習等、市町村教
育委員会等に対する社会教育主事
の派遣及び全道社会教育主事等研
修会に関すること

社会教
育課

0 0 0.5 0.2 0.7 5,467
現状維

持

引き続き、社会教育主事の資格及
び講習、司書及び学芸員の講習
等、市町村教育委員会等に対する
社会教育主事の派遣及び全道社会
教育主事等研修会など社会教育主
事に関する事務を行う必要があるた
め。

－ － － － － － － －
現状維

持

0411 － 事務 社会教育施設に関する業務 －

道立社会教育施設のあり方に関す
ること及び条例・規則の制定、長期
計画に関すること、その他専門的・
技術的事項に関すること並びに社
会教育施設設備等に関する諸調査
等

社会教
育課

0 0 1.5 1.0 2.5 19,525 現状維
持

引き続き同様の内容で実施 － － － － － － － － 現状維
持

0412 － 事務
生涯学習推進に係る総合企画及び
総合調整等に関する事務

－
生涯学習の推進体制整備に関する
総合調整及び北海道生涯学習推進
本部に関する事務等

社会教
育課

0 0 0.4 0.1 0.5 3,905 ②
改善
（取組
分析）

引き続き、第15期北海道生涯学習
審議会を開催し、令和４年７月の審
議のまとめに向けて、道教委が行う
生涯学習推進施策の方向性につい
て諮る必要がある。

－ － － － － － － － 改善

引き続き、審議のまとめに向けて、北海道生涯
学習推進本部で審議を実施していくとともに、
生涯学習の推進体制整備のため、社会教育主
事等の育成を実施していく。

0413 － 事務
生涯学習の推進・普及・啓発等に関
する事務

－

生涯学習推進施策に関する各種事
務（視聴覚教育、学校開放事業、講
師バンク等）及び市町村における生
涯学習推進体制整備状況の取りま
とめ等

社会教
育課

0 0 0.4 0.1 0.5 3,905 現状維
持

全道の生涯学習推進を図るため、
引き続き、各市町村の生涯学習施
策立案及び実施を推進する必要が
あるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0414 一般 生涯学習推進センター費
調査研究、指導者の養成・研修、学
習情報の提供・相談等の企画・運営

社会教
育課

7,147 7,123 4.0 0.0 4.0 38,387 ②
改善
（指標
分析）

地域の社会教育・生涯教育を推進
するための研修体系を見直した上
で、令和２年度に引き続きオンライ
ンによる開催を行い、コロナ禍にお
いても地域の指導者育成を継続。

北海道Society5.0を推進し、未来技
術を活用した将来にわたり安全・安
心で豊かな社会の実現を図るため、
北海道の未来をけん引する人づくり
は重要であることから、取組の一層
の推進を検討すること。

改善

社会教育主事講習を核とし、動員機会と受講後
のフォローアップ研修を体系化することに加え、
社会教育法に基づき対象者を明確に分類する
ことで、それぞれの役割に応じた的確なスキル
アップを推進していく。
引き続きオンラインによる開催を行い、コロナ禍
においても地域の指導者育成を継続。

各研修事業のオンライン開催や、オ
ンラインであっても研修内でグルー
プワークやワークショップを積極的
に取り入れることで、参加者のICTリ
テラシー及びスキルを向上。

1 － 一般 生涯学習推進センター費 ① 指導者の養成・研修の企画・運営 2,578 2,554 ○ ④ ①

地域の社会教育・生涯教育を推進
するための研修において、令和２年
度に引き続きオンラインによる開催
を行うことで、印刷物及び配布物の
削減に努めている。

○ ⑥⑦ ①

地域の社会教育・生涯教育を推進
するための研修において、令和２年
度に引き続きオンラインによる開催
を行っているとともに、研修に参加
する市町村及び中間支援組織等の
地域団体のICT利活用促進を行って
いる。

○ ①

地域の社会教育・生涯教育を推進
するための研修体系を見直した上
で、令和２年度に引き続きオンライ
ンによる開催を行い、コロナ禍にお
いても地域の指導者育成を継続。

2 － 一般 生涯学習推進センター費 ③ 調査研究の企画・運営 301 301 ○ ④ ①
調査をオンライン化することで、印刷
物及び配布物の削減に努めてい
る。

○ ⑥⑦ ①

調査研究成果を活かした実践事業
をオンラインで開講し、かつ事業に
参加する市町村のＩＣＴ利活用促進
を行っている。

○ ①
調査研究成果を活かした実践事業
をオンラインで開講することで、調査
研究成果の普及を継続。

3 － 一般 生涯学習推進センター費 ① 学習情報の提供及び相談対応 4,268 4,268 ○ ④ ①
学習情報をインターネット及び電話
で提供することで、印刷物及び配布
物の削減に努めている。

○ ⑥⑦ ① 学習情報をインターネットで提供。 ○ ① 学習情報をインターネット及び電話
で提供している。

0415 － 一般
生涯学習ネットワークカレッジ及び
視聴覚センター事業費

⑥

大学、民間、市町村などが開設する
学習講座を連携し、道独自の生涯
学習制度を構築し、道民の学習意
欲の向上を図るため、道民カレッジ
事業を実施。
教育メディアの利用と普及のため、
道内の視聴覚・ライブラリーの中核
として視聴覚センターを設置。

社会教
育課

24,435 24,435 1.2 0.0 1.2 33,807 ①
②

改善
（指標
分析）

コロナ禍であっても受講者（住民）の
学びを止めないために、連携講座
主催者へのオンライン化の更なる呼
びかけが必要。

－ ④ ①
委託先に対し、連携講座主催者へ
のオンライン実施の呼びかけを行う
よう指示

－ ⑥
⑦ ①
委託先に対し、連携講座主催者へ
のオンライン実施の呼びかけを行う
よう指示

○ ①
委託先に対し、連携講座主催者へ
のオンライン実施の呼びかけを行う
よう指示

ゼロカーボン北海道実現の観点か
ら、様々な分野において環境やエネ
ルギーなどの脱炭素社会の実現に
向けた取組を推進する人材育成を
より一層促進できるよう、事業内容
を検討すること。

改善
各講座のオンライン実施を促進するとともに、
講座検索、申込み、単位申請といった、受講者
が行う各手続きのICT化を実施。

脱炭素社会の実現やSociety5.0と
いった、北海道が抱える現代的課題
に沿ったテーマを取り扱う講座の増
強。

0416 － 事務
高等学校卒業程度認定試験、中学
校卒業程度認定試験に関する事務

－
高等学校卒業程度認定試験、中学
校卒業程度認定試験の試験運営に
関する業務（国費事業）

社会教
育課

0 0 0.4 0.1 0.5 3,905 現状維
持

引き続き、高等学校卒業程度認定
試験、中学校卒業程度認定試験に
関する事務を行う必要があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0417 － 一般 社会教育団体活動費補助金 ⑦
生涯学習振興のため（公財）北海道
生涯学習協会の行う事業に補助す
る

社会教
育課

5,184 5,184 0.4 0.0 0.4 8,308 ②
改善
（取組
分析）

コロナ禍であっても受講者（住民）の
学びを止めないために、協会に対し
「生きがいづくり生涯学習推進事
業」のオンライン開催の呼びかけが
必要。

－ ④ ①
協会に対し、「生きがいづくり生涯学
習推進事業」のオンライン実施を呼
びかけ

－ ⑥
⑦ ①
協会に対し、「生きがいづくり生涯学
習推進事業」のオンライン実施を呼
びかけ

○ ①
協会に対し、「生きがいづくり生涯学
習推進事業」のオンライン実施を呼
びかけ

改善

引き続き、協会に対し「生きがいづくり生涯学習
推進事業」のオンライン開催の呼びかけを行う
とともに、事業内で参加者のICTリテラシー及び
スキルを高める要素を盛り込むよう要請。

0418 － 維持費 図書館維持運営費 ⑤ 道立図書館の維持運営のために要
する経費

社会教
育課

44,563 44,505 0.5 8.0 8.5 110,948 現状維
持

引き続き、道立図書館の施設の維
持管理をする必要があるため。
（電気設備改修（LED化等）は今後
予定の長寿命化改修により実施予
定）

－ ① ② 施設設備の改修等に合わせた省エ
ネ・再エネ設備の導入を検討する。

－ － － － － 現状維
持

○

0419 － 一般 図書館関連経費 ①
道立図書館の円滑な事業実施のた
めに要する経費

社会教
育課

39,106 39,106 0.5 22.8 23.3 221,079
現状維

持

引き続き、道内図書館のセンターと
して、市町村立図書館等への援助、
連携による図書館活動の振興、図
書館未設置市町村への支援など、
広く道民への図書館サービスを展
開し、生涯学習活動を支援する拠点
として役割を果たす必要があるた
め。

－ ④ ①
オンラインによる市町村活動支援事
業の実施により対応している。

－ ⑦ ①
道内図書館の蔵書が確認できる総
合目録を管理運営している。

○ ①
オンラインによる市町村活動支援事
業の実施により対応している。

現状維
持

0420 － 事務
社会教育推進に関する総合企画、
調整等に関する事務

③
教育目標の策定・教育長期総合計
画、政策評価、環境学習、各種調査
等の調整に関すること

社会教
育課

0 0 1.0 0.0 1.0 7,810 現状維
持

引き続き、各種施策等に係る連絡
調整事務を行う必要があるため。

－ ④ ①
調査事務をオンライン化することで、
紙媒体による印刷物及び配布物の
削減に努めている。

－ ⑥ ①
調査事務をオンライン化することで、
紙媒体による印刷物及び配布物の
削減に努めている。

○ ①
調査事務をオンライン化することで、
紙媒体による印刷物及び配布物の
削減に努めている。

現状維
持

0421 － 一般 社会教育振興費 ④

各教育局の社会教育主事が管内市
町村に対し、全国・全道的な情報や
対策等を継続的に、直接指導・助言
や家庭に関する不安や悩みを抱く
親等に対して、相談体制の充実を
図る

社会教
育課

3,485 3,485 2.6 4.1 6.7 55,812 縮小

家庭教教育カウンセラー事業につ
いては、R５廃止予定であり、段階的
に相談体制を縮小していく必要があ
るため。

－ － － － ⑥ ①

様々な悩みや不安を持つ親などの
クライアントに対し、対面によりカウ
ンセリングを行うことが非常に重要
であり、カウンセリング自体のオンラ
イン化の導入は難しいが、印刷物や
配布物の電子化は実施済み。

○ ①

対面相談を原則としながらも、「まん
延防止重点措置」や「緊急事態宣
言」期間中は、やむを得ず電話相談
により対応している。

縮小

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

令和３年度　事務事業評価調書 11071

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

生涯学習の推進

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当
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二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

0422 － 一般 各種団体事業費補助金 ⑦
青少年の育成活動を推進するため
に、北海道子ども会育成連合会が
行う事業に補助する

社会教
育課

500 500 0.2 0.0 0.2 2,062
現状維

持

引き続き、事業の補助が必要であ
り、補助金の下限額(50万円)である
ため現状維持とし、交付する。

－ ④ ②

道全体として取り組むべき課題であ
ることから、補助事業実施に当た
り、補助金交付団体にも取組を促す
予定。

－ ⑥⑦ ②
補助事業者に対し、ICT等を活用し
た効率的な事業実施を求める。

－ －

補助事業における、脱炭素化や
Society5.0の推進に資する取組に関
する補助メニューの追加や、補助採
択要件への追加など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○

定額補助のため補助金削減に反映
されないが、会議や研修等のオンラ
イン化、会議資料や啓発資料の
データ化等の取組を実践するよう、
引き続き、補助金交付団体に促して
いく。

0423 － 一般 関係団体事業費補助金 ⑦
青年、女性、青少年の育成活動を
推進するために、関係社会教育団
体が行う事業に補助する

社会教
育課

1,985 1,985 0.5 0.0 0.5 5,890 縮小

引き続き、事業の補助が必要である
が、補助金の下限額(50万円)を上
回っているため、縮小の上、交付す
る。

－ ④ ②

道全体として取り組むべき課題であ
ることから、補助事業実施に当た
り、補助金交付団体にも取組を促す
予定。

－ ⑥⑦ ②
補助事業者に対し、ICT等を活用し
た効率的な事業実施を求める。

－ －

補助事業における、脱炭素化や
Society5.0の推進に資する取組に関
する補助メニューの追加や、補助採
択要件への追加など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

縮小 ○ ○

定額補助のため補助金削減に反映
されないが、会議や研修等のオンラ
イン化、会議資料や啓発資料の
データ化等の取組を実践するよう、
引き続き、補助金交付団体に促して
いく。

0424 － 事務
社会教育関係団体等の活動の促進
に関する事務

－

各社会教育関係団体等への支援及
び各種答申や教育長計・教育の重
点を踏まえた調査研究、ＰＴＡ・青少
年教育団体共済法に基づく事務等

社会教
育課

0 0 1.0 1.4 2.4 18,744 拡充

コロナの影響により従前の参集型
からオンラインやリモートでのイベン
ト開催が主流となったが、社会教育
関係団体では対応に苦慮していた
り、補助金が年々削減される中、効
率的な団体運営を進める必要があ
る。これらの状況を踏まえ、更なる
支援として、オンライン事業実施へ
の支援や外部資金の調達等の運営
費の圧縮方策への助言等に取り組
んでいく予定であるため。

－ － － － － － － － 拡充

0425 － 事務
図書館及び子どもの読書活動推進
に関する事務

－

各種計画（北海道子どもの読書活
動推進計画、図書館事業推進計
画）の策定・進捗管理及び子どもの
読書環境の改善、子どもの読書習
慣定着のための総合企画・調整に
関する事務

社会教
育課

0 0 2.0 0.0 2.0 15,620 ②
改善
（指標
分析）

今後は、学校図書館の活性化に向
けた実践事例集等の活用促進によ
り、学校図書館の環境整備の充実
を図る。

－ － － － － － － － 拡充

北海道子どもの読書活動推進計画第５次計画
策定とともに、学校図書館の環境整備や児童
生徒の読書習慣定着に必要な人材育成のため
の研修事業を新たに実施し、さらなる読書活動
推進に取り組む。

0428 － 一般
北海道青少年フロンティアリーダー
養成事業

－

将来の地域リーダーを養成するた
め、中高生を対象に体験学習や地
域課題研究を実施するとともに、指
導者養成のための研修会を実施

社会教
育課

7,243 7,243 0.5 2.0 2.5 26,768
現状維

持

引き続き、将来の地域リーダーを養
成するため、中高生を対象に体験
学習や地域課題研究を実施すると
ともに、指導者養成のための研修会
を実施する必要があるため。

ゼロカーボン北海道実現の観点か
ら、様々な分野において環境やエネ
ルギーなどの脱炭素社会の実現に
向けた取組を推進する人材育成を
より一層促進できるよう、事業内容
を検討すること。

現状維
持

ゼロカーボン北海道実現を推進する
ため、事業実施に当たっては、対象
である中・高生が協議する地域課題
の一つとして取り上げる。

1 － 一般
北海道青少年フロンティアリーダー
養成事業
事業担当者会議

②
事業の内容、運営方法を検討する
ための担当者会議の実施

281 281 － ④ ①
オンラインでの担当者会議の実施し
ているため、今後も対応していく。

－ ⑦ ①
オンラインでの担当者会議の実施し
ているため、今後も対応していく。

○ ① オンラインでの担当者会議の実施。

2 － 一般
北海道青少年フロンティアリーダー
養成事業
フロンティアリーダー養成アカデミー

①

将来の地域リーダーを養成するた
め、中高生を対象に体験学習や地
域課題研究を実施するとともに、指
導者養成のための研修会を実施

6,962 6,962 － ④ ①

オンラインを利用して、講師と情報
交換したり、遠隔地の参加者に事業
の様子をオンデマンドで配信してい
るため、今後も対応していく。

－ ⑦ ①
オンラインを利用して、講師と情報
交換したり、遠隔地の参加者に事業
の様子をオンデマンドで配信。

○ ①
オンラインを利用して、講師と情報
交換したり、遠隔地の参加者に事業
の様子をオンデマンドで配信。

3 － 一般
北海道青少年フロンティアリーダー
養成事業
地域リーダー育成に係る追跡調査

③ 研修事業等実施後の事業目的の推
進状況を把握するための追跡調査

0 0 － ④ ① 追跡調査を電子媒体で実施してい
る。

－ ⑦ ① 追跡調査を電子媒体で実施。 ○ ① 追跡調査を電子媒体で実施。

0429 － 一般 社会教育主事講習事業費 ①
文科省からの委託により、社会教育
主事の資格を付与する講習を実施

社会教
育課

2,871 0 2.0 0.0 2.0 18,491
現状維

持

サテライト会場設置により、集合開
催とオンライン配信の両立を図り、
かつコロナ禍を踏まえた全て個人向
けのオンライン配信を行うことで各
市町村から任用候補者をしっかり募
ることができ、社会教育の推進構想
等を策定する社会教育主事も増え
ているため。

－ ④ ②

既にオンライン運営のノウハウ・モ
デルは形成済みであり、今後は、集
合形式による直接交流のメリットを
鑑み、オンライン形式と集合形式の
両立の最適な在り方を検討してい
く。

－ ⑥
⑦ ②

既にオンライン運営のノウハウ・モ
デルは形成済みであり、今後は、集
合形式による直接交流のメリットを
鑑み、オンライン形式と集合形式の
両立の最適な在り方を検討してい
く。

○ ②

既にオンライン運営のノウハウ・モ
デルは形成済みであり、今後は、集
合形式による直接交流のメリットを
鑑み、オンライン形式と集合形式の
両立の最適な在り方を検討してい
く。

普及啓発事業における啓発資材の
ペーパレス化・電子化やオンライン
開催によるCO2削減や啓発対象の
拡大に向けた取組の促進など、ゼロ
カーボン北海道及びSociety5.0の推
進に向け、事業内容を検討するこ
と。

現状維
持

○ ○ ○

オンライン開催はもとより、講習内に
グループワークやワークショップをよ
り一層盛り込むことにより、参加者
のICTリテラシー及びスキルを高
め、ゼロカーボン北海道及び
Society5.0を推進。

0812 － 一般
教育研究活動促進事業費補助金
（旧生涯学習振興奨励費補助金）

－ 教育研究団体等及び市町村等が実
施する事業に対する補助金

義務教
育課

2,400 2,400 0.1 0.1 0.2 3,962 現状維
持

引き続き、学校における指導方法等
の向上を図るため地域の特性に応
じた教育研究・研修活動を行う必要
があるため。

－ － － （市町村に対する補助金であるた
め）

－ － － （市町村に対する補助金であるた
め）

－ － （市町村に対する補助金であるた
め）

現状維
持

0 495,706 490,998 23.7 58.1 81.8 ■令和４年度　新規事業

学校司書講習事業

計
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